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  令和 7 年 4 月 1 日から 

令和 8 年 3 月 31 日まで 

(1) 事 業 概 況

事業方針 

令和７年度は、「真に求められる存在へ、企業に寄り添い、共に歩む」をコン

セプトとする第７次中期事業計画の２年度目となり、前年度に引き続き、お客

様の経営課題の解決のために主たるプレイヤーとして一歩前に出た支援を積極

的に行い、真に求められる金融支援・経営支援を実現することを目指し事業方

針を次のとおりとした。 

個々の企業の実情に応じた主体的な経営課題解決支援を行うため、当協会、

よろず支援拠点、事業承継・引継ぎ支援センターおよび中小企業活性化協議会

の４機関、さらにその他の支援機関や金融機関と連携を強化しながら早期に相

談、解決できる地域の支援体制の構築や経営改善、事業再生、再チャレンジの

総合支援を進める。また、滋賀県と京都府に本店等を置く金融機関および信用

保証協会と中小企業基盤整備機構の官民一体で組成された「京滋中小企業応援

ファンド」に参画し、京滋地域内の中小企業者に継続的な経営支援を行う。

加えて、経営者保証に依存しない融資慣行の確立に向け、各種保証制度の取

り扱いについて、中小企業者・金融機関の双方に対して継続して周知を図る。 

地域社会への貢献では、県内大学と連携して創業セミナーの開催や金融機関、

関係機関等が実施する新事業創出等への取り組みに参画し、創業者マインドの

醸成を行うとともに、キャリア教育活動を通じた次世代の人材育成やインター

ンシップ等により、地方創生に貢献する。

また、滋賀県女性活躍推進企業認証制度の「三つ星」認証の取得をしたこと

で、ダイバーシティ経営と働き方改革をより一層推進し、女性職員の活躍を含

め、職員全員が自分らしく安心して働くことができる職場環境づくりを進め、

中小企業・小規模事業者へのより充実した支援へと還元していく。 

経済金融情勢 

個人消費は、国内消費が堅調に推移しており、緩やかに回復しつつある。生

産活動は、電気・情報通信機械などが上昇しているものの、汎用・業務用機械

や生産用機械などが低下しており、一進一退の状況にある。 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあっ

て、緩やかに回復していくことが期待される。ただし、中東情勢の影響や、物

価動向、金融資本市場の変動等に注意する必要がある。 

１ 業務報告書 
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業績 

項目 件数・先数 金額 
対前年比 

件数・先数 金額 

⑴ 保証承諾 9,836件 1,132億 61百万円 109.0% 111.2% 

⑵ 保証債務残高 36,798件 3,599億 39百万円 103.1% 96.5% 

⑶ 保証利用企業者数 16,463先 - 99.7% - 

⑷ 事故報告受付 596件 60億 97百万円 97.7% 102.6% 

⑸ 代位弁済 507件 53億 58百万円 89.6% 100.1% 

⑹ 求償権回収 - 13億 66百万円 - 82.2% 

① 保証承諾・保証債務残高

政策金利の上昇による借入コストの増加に加えて物価高騰や人手不足等の影

響により、資金繰りが厳しい中小企業者に対し、経営環境や経営課題の実態把

握に努めた。 

加えて、経営者保証に依存しない融資慣行の確立に向け、「事業者選択型経営

者保証非提供制度」等の利用拡大に取り組んだ。 

② 経営支援・再生支援

多くの中小企業者がコロナ禍を経て物価高騰や人材不足等により、企業倒産

の増加の懸念もある中、早期に経営状況の変化や予兆を把握し、経営改善・事

業再生・再チャレンジ支援を主体的に取り組んだ。 

また、企業の実情に応じた改善提案、経営サポート会議の活用、販路開拓の

ための本業支援等当協会を起点としたプッシュ型支援を行った。 

③ 代位弁済

代位弁済額は過去１０年で最多となった令和６年度とほぼ同額となり、コロ

ナ関連融資の返済負担や金利負担の増加、物価高騰や人手不足等が重なり、経

営に行き詰まるケースが増えているとみられる。 

その中で、事業の継続を断念された先に対して中小企業活性化協議会への持

ち込みや代位弁済の提案を行い、生活再建を考慮した支援を行うなど、一歩踏

み込んだ積極的な取組を行った。 

④ 求償権回収

代位弁済を実施した中で、事業を継続し経営改善に取り組む先に対しては、

事業再生を後押する上で、「求償権消滅保証」による正常化に努めた。 
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⑤ 自己資金運用

自己資金については、「資金運用規程」および「自己資金運用基準」に基づ

き、流動性・安全性の確保と経営基盤の強化を図るため、「安定的な運用収入の

確保を図る資金」、「代位弁済等の支払準備資金」等、目的を明確にして運用し

た。特に、安定的な運用収入の確保を図る資金については、中長期的な展望を

持って格付け等による安全性を重視しながら、利回りも考慮し、定期預金、地

方債、政府・地公体保証債、地公体金融機構債、財投機関債および国内事業債

にて運用し、ソーシャルボンド等のＳＤＧｓ債の購入も実施した。 

⑥ コンプライアンス

コンプライアンスを遵守し人権を尊重する組織、ハラスメントのない風通し

のよい職場づくりのために外部から講師を招き、パワーハラスメントに関する

基礎知識と発生の背景要因のひとつ「コミュニケーション不足」に着目した研

修を実施した。また、近年急増する特殊詐欺等について、安全な社会づくりに

貢献するために被害を未然に防ぐための研修を実施した。 

人権教育の推進については、企業活動における利害関係者の人権課題と求め

られる配慮について理解を深めるための研修を実施したほか、高齢者の人権と

雇用に関する企業の役割などをテーマとした外部研修にも積極的に参加した。 

反社会的勢力等の排除については、滋賀県警察本部と連携して暴力団等排除

対策協議会を開催するとともに、不当要求への対応力向上を目的とした実践形

式の研修を実施した。加えて排除対策委員会を定期的に開催した。 

事業の展望 

滋賀県信用保証協会は、「真に求められる存在へ、企業に寄り添い、共に歩む」

をコンセプトに、お客様の経営課題の解決のために主たるプレイヤーとして一

歩前に出た支援を積極的に行い、真に求められる金融支援・経営支援を実現す

ることを目指す。 

令和８年度は第７次中期事業計画の最終年度に当たる。これまでの取り組み

を総括し成果を着実なものとするために、「個々のお客様の実情に応じた主体的

な経営課題解決支援」、「経営者保証に依存しない融資慣行の確立に向けた取り

組みの促進」、「地域社会への貢献」、「経営品質の向上」を着実に実行する。 

また、多様な人材が能力を最大限発揮できる職場環境を整備し、組織力の向

上を図るとともに、健康経営の推進や職員の成長を支える取り組みを行う。特

に、滋賀県女性活躍推進企業認証「三つ星企業」として、これまでの成果を踏

まえつつ、組織全体での女性活躍の定着・拡大を進めていくことに加え、地域

において女性活躍を積極的に推進する企業に対し金融面からの支援も行ってい

く。 
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（2）庶 務 

月 日 記              事 

R7.4.1 

 

 

 

 

4.1 

 

4.1 

 

 

 

4.1 

 

 

 

4.9 

 

 

 

4.25 

 

 

5.19 

 

5.26 

 

 

5.27 

 

6.9 

 

7.12 

 

7.13 

 

 

 

9.9 

 

 

 

理事 上 田 勝 彦 就任 

理事 岡 田 暁 人 就任 

理事 上 林 英 紀 就任 

理事 東 郷 寛 彦 就任 

 

監事 小 幡 和 弘 就任 

 

第１回理事会 

 第１号議案 役付理事の互選について 

  役付理事 専務理事 中 堀 孝 彦 

        

「財務要件型無保証人保証割引制度」の変更について報告 

 

「商工会・商工会議所連携保証料割引制度」の変更について報告 

 

業務方法書の変更の認可 

「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運

送事業法の一部を改正する法律」の施行に伴う変更 

 

「経営支援資金（経営者保証非提供促進枠）」、「政策推進資金（がんば

る企業応援枠）」、「政策推進資金（再生支援枠）」の変更について報告 

 

第１回監事会 

 

第２回理事会 

 第１号議案 令和６年度事業報告書および決算の承認について 

 

資産総額変更の登記（金 421億 9,806万 4,924円） 

 

外部評価委員会 

 

監事 藤   崇 之 退任 

 

監事 小 幡 和 弘 重任 

監事 片 山   聡 重任 

監事 田 中 正 志 就任 

 

業務方法書の変更の認可 

「情報処理の促進に関する法律及び特別会計に関する法律の一部を改

正する法律」の施行に伴う変更 
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月 日 記 事 

9.30 

10.1 

10.30 

11.18 

12.12 

R8.3.6 

3.13 

3.17 

3.26 

3.31 

理事 藤 居 耕次郎 辞任 

理事 畑 田 裕 也 就任 

保証料の誤徴収について報告 

第２回監事会 

業務方法書の変更の認可 

「下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部を改正す

る法律」の施行に伴う変更 

「事業再生計画実施関連保証（経営改善・再生支援強化型）」の変更に

ついて報告 

保証料の誤徴収について報告 

第３回監事会 

第３回理事会 

第１号議案 令和８年度経営計画書および収支計画（案）について 

第２号議案 令和８年度コンプライアンス・プログラム（案） 

について 

理事 東 郷 寛 彦 辞任 

理事 林   毅 辞任 

（注）次のような事項につき記載しています。 

① 役員及び理事会に関する事項

② 定款及び業務方法書に関する事項

③ 行政庁に対する申請、届出及び行政庁の認可、検査命令等に関する事項

④ 登記した事項

⑤ 訴訟その他主要な事項
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(3) 役 職 員 

イ 役職員数 

理  事 監  事 職  員 計 

１８（１４） ３（２） ７３ ９４（１６） 

（注）当期末における役職員について記載しています。 

   なお、非常勤の役員数を括弧内に内数で記載しています。 

 

ロ 役  員 

役 職 名 氏  名 現職就任年月日 備    考 

理 事 長 西 嶋 栄 治 令和 3 年 6 月 19 日 理 事 長（常 勤） 

専務理事 中 堀 孝 彦 令和 5 年 4 月  1 日 

令和 7 年 4 月  1 日 

理  事（常  勤） 

専務理事（常 勤） 

常務理事 北 川 正 義 令和 4 年 6 月 29 日 

令和 5 年 4 月  1 日 

理  事（常  勤） 

常務理事（常 勤） 

理  事 上 田 勝 彦 令和 7 年 4 月  1 日 （常 勤） 

〃 青 木 和 夫 令和 2 年 7 月 15 日 滋 賀 県 信 用 組 合 協 会 会 長  

〃 石 井   太 令和 3 年 5 月 19 日 滋 賀 経 済 産 業 協 会 会 長 

〃 伊 藤 定 勉 平成 26 年 1 月  1 日 滋 賀 県 町 村 会 会 長 

〃 大 崎 裕 士 令和  元年 11 月 26 日 滋賀県商工会議所連合会理事 

〃 岡 田 暁 人 令和 7 年 4 月  1 日 滋 賀 県 商 工 観 光 労 働 部 長 

〃 上 林 英 紀 令和 7 年 4 月  1 日 関西みらい銀行専務執行役員 

〃 北 村 嘉 英 平成 28 年 6 月 22 日 滋賀県中小企業団体中央会会長 

〃 佐 藤 健 司 令和 5 年 6 月 28 日 滋 賀 県 市 長 会 

〃 上 西   保 令和 3 年 6 月 19 日 滋 賀 県 商 工 会 連 合 会 会 長 

〃 高 橋 祥二郎 令和 5 年 6 月 28 日 滋 賀 銀 行 取 締 役 会 長 

〃 東 郷 寛 彦 令和 7 年 4 月  1 日 滋 賀 県 総 務 部 長 

〃 沼 尾   護 令和 6 年 6 月 19 日 滋 賀 県 信 用 金 庫 協 会 会 長 

〃 畑 田 裕 也 令和 7 年 10 月  1 日 商工組合中央金庫大津支店長兼彦根支店長 

〃 林     毅 令和 5 年 4 月  1 日 滋賀県産業支援プラザ副理事長 

監  事 小 幡 和 弘 令和 7 年 4 月  1 日 （常 勤） 

〃 片 山   聡 令和 5 年 7 月 13 日 弁護士 

〃 田 中 正 志 令和 7 年 7 月 13 日 公認会計士 

（注）当期末における役員について記載しています。 

   なお、現職就任年月日欄には、現職就任年月日と理事就任年月日とが異なる場合、理事就任年月日を併記し、 

備考欄には常勤および非常勤(所属母体)の区分等を記載しています。 
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(4) 事 務 所 

名  称 開設年月日 所 在 地 備 考 

滋賀県信用保証協会 昭和 24年 4月 15日 滋賀県大津市打出浜２番 1号 

  

土地   3,300㎡ 

持分 10分の 2 

 

建物  

・鉄骨鉄筋コンクリート・

鉄骨造陸屋根 9階建の 

7階部分 936.19㎡ 

8階部分 936.98㎡ 

・鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺

平家建  89.06㎡ 

持分 1,000,000分 

の 266,017 

 

（注）備考欄には、不動産の所有関係等を記載しています。 
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 (5) 基 本 財 産 

イ 基 本 財 産                     （単位：千円） 

期 別  

区 分 
前 期 末 当期中増加額 当期中減少額 当 期 末 

基 金 

基 金 準 備 金 

 

7,275,230 

21,485,326 

 

－ 

620,326 

 (－) 

－ 

－ 

 

7,275,230 

22,105,652 

 

計 28,760,556 620,326 － 29,380,882 

（注）基金準備金の当期中増加額欄の括弧内には、収支差額変動準備金からの振替額を内数で記載しています。 

 

ロ 出えん金（累計）                    （単位：千円） 

期  別 

出えん者別 
前 期 末 当期中増加額 当 期 末 

地 方 公 共 団 体    

 都 道 府 県 6,580,050 － 6,580,050 

 市 町 707,069 － 707,069 

計 7,287,119 － 7,287,119 

金 融 機 関    

 都 市 銀 行 3,800 － 3,800 

 地 方 銀 行 11,600 － 11,600 

 第二地方銀行協会加盟行 － － － 

 信 託 銀 行 － － － 

 長 期 信 用 銀 行 － － － 

 信 用 金 庫 1,780 － 1,780 

 信 用 協 同 組 合 310 － 310 

 農 業 協 同 組 合 － － － 

 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,270 － 1,270 

 日 本 政 策 金 融 公 庫 － － － 

 農 林 中 央 金 庫 － － － 

 生 命 保 険 会 社 － － － 

 損 害 保 険 会 社 － － － 

 あ お ぞ ら 銀 行 50 － 50 

計 18,810 － 18,810  

そ の 他 
 

   

 業 者 ・ 業 者 団 体 4,754 － 4,754 

合     計 7,310,683 － 7,310,683 

※ 上記出えん金(累計)には、過去に金融安定化特別基金(中小企業金融安定化特別保証制度の実施に伴い創設

された基金。平成 21 年度末をもって廃止。)を造成するために出えんされた額 1,767,000 千円を含みます。 

（注）信用金庫、信用協同組合及び農業協同組合の欄には、それぞれの連合会を含めて記載しています。 
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ハ 金融機関等負担金（累計）                （単位：千円） 

 期  別  

負担者別 
前 期 末 当期中増加額 当 期 末 

金 融 機 関       

  都 市 銀 行 54,340 － 54,340 

  地 方 銀 行 1,292,780 － 1,292,780 

  第二地方銀行協会加盟行 － － － 

  信 託 銀 行 600 － 600 

  長 期 信 用 銀 行 － － － 

  信 用 金 庫 287,510 － 287,510 

  信 用 協 同 組 合 47,450 － 47,450 

  農 業 協 同 組 合 2,300 － 2,300 

  商工組 合中 央金庫 36,870 － 36,870 

  日本政 策金 融公庫 － － － 

  農 林 中 央 金 庫 － － － 

  生 命 保 険 会 社 400 － 400 

  損 害 保 険 会 社 600 － 600 

  労 働 金 庫 500 － 500 

      

       

計 1,723,350 － 1,723,350 

そ の 他      

  業 者 ・ 業 者 団 体 8,197 － 8,197 

合    計 1,731,547 － 1,731,547 

※ 本表における業者・業者団体欄の 8,197 千円は（財）日本共同証券財団からの助成金の拠出金です。 

（注）信用金庫、信用協同組合及び農業協同組合の欄には、それぞれの連合会を含めて記載しています。 
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(6)  業　　務　　内　　容
　　イ　　保　証　の　種　類

中小企業者 280,000

組合 480,000

運　転 中小企業者 280,000

設　備 組合等 480,000

中小企業者 280,000

組合等 480,000

中小企業者 380,000

組合等 480,000

中小企業者 280,000

組合等 480,000

中小企業者 380,000

組合等 480,000

中小企業者 280,000

組合等 480,000

運　転 中小企業者 200,000

設　備 組合等 400,000
特定事業者 280,000
組合等 480,000

経
営
安
定
関
連

経営安定関連保証 経営安定関連保証対象となる中小企業者

東日本大震災復興
緊急保証

被災中小企業者 事業資金

種　　類　（制　度　名） 対　　　　象 資金使途
保証限度額
（千円）

セーフティネット
資金保証（新規枠）

経営安定関連保証対象または知事の認定を受けた中
小企業者

運　転
100,000

設　備 組合等 480,000

運　転 中小企業者 280,000

借換保証

経営安定関連保証による緊急保証の借換え対象とな
る中小企業者

緊急保証の返済
資金および事業

資金

上記および条件変更改善型借換保証以外については利用する各制度の要綱の定めるところによる

災
　
害

災害関係保証 被災中小企業者

設　備

セーフティネット
資金保証（借換枠）

経営安定関連保証対象となる中小企業者 借　換 220,000

中小企業信用保険法第2条第5
項第6号の認定の場合

経営安定関連保証による一般保証、経営安定関連保
証、中小企業金融安定化特別保証の借換え対象とな
る中小企業者

保証付き既往借
入金の返済資金
および事業資金

中小企業信用保険法第2条第5
項第6号の認定の場合

危
機

関
連

危機関連保証 危機関連保証対象中小企業者 事業資金

公
害

防
止

公害防止保証 公害防止対策を行う中小企業者 設　備
個人・会社
組合

50,000
100,000

設　備 組合 400,000

海
外

投
資

海外投資関係保証 海外直接投資を行う中小企業者
運　転 個人・会社　 200,000

新事業開拓保証 新事業開拓を行う中小企業者
運　転 個人・会社 200,000

特定新技術事業活動
関連保証

特定新技術に係る事業活動を行う中小企業者
運　転 個人・会社

※　備考欄には､地方公共団体の財政援助等を記載。

政策推進資金保証
（事業継続・新事業促進枠）

事業継続力強化、新規開発、新事業分野への進出等
を行う中小企業者

設　備 組合 600,000

300,000

設　備 組合 400,000

※　保証料率については、貸付金額に対する保証料率を記載。

※　「割引料率の適用」欄については、割引の有無を記載。
　　また割引内容については、「(6)業務内容　ロ 保証料率等」欄の定性要因割引に係る項目番号を記載。

新
事
業
開
拓

経営革新関連保証
経営革新に関する計画の認定を受けてその計画を実
施する特定事業者等

運　転

新事業開拓又は海外投資関係
保険の場合は
300,000(組合600,000)

設　備
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損　失
補　償 保証料 保険料

10年以内

15年以内

原則
15年以内

0.80～0.90
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

担保又は保証人
備　　　　　　考　（※）

割引料率の
適用（※）

借入金
補　給　金

その他
保証期間

保証料率（年率％）（※）

― ― ―

―

10年以内 0.80
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―

10年以内、
又は7年以内

― ―0.80～0.85

― 連合会

― ― ―
15年以内

10年以内
0.70

有
（1）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― 連合会

原則
10年以内

0.80～0.90
有

（1）

原則、返済する緊急保証の保証
条件に比べて中小企業者に不利
にならない条件

―
一部

連合会

― ―
10年以内

10年以内、
又は7年以内

0.30～1.75
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―
一部

連合会
―

一部
連合会

― ―

― ― ―
原則

10年以内
0.80～0.90

有
（1）

原則、返済する保証付きの既往
借入金の保証条件に比べて中小
企業者に不利にならない条件

有
（1）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―
一部

連合会
―

―
一部

連合会
― ― ―

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― 連合会 ― ― ―

― ― ―

10年以内 0.80
有

（1）

原則
15年以内

0.37～1.82
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ―

― ― ―
原則

15年以内

原則
７年以内

0.39～1.84
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ―

― ― ― ― ―10年以内 0.39～1.90
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ―
15年以内

７年以内
0.77～1.11

有
（1）（2）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―

― ― ―

原則
７年以内

0.39～1.84
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ―

７年以内

0.77～1.11
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

15年以内
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中小企業者 280,000

組合等 480,000

設　備

個人・会社 200,000

組合 400,000

10,000

個人・会社 280,000
組合 480,000

原　則 個人・会社 280,000

設　備 組合 480,000

運　転

設　備

運　転

設　備

運　転

設　備

運　転

設　備

運　転

設　備

200,000

中小企業者 480,000

組合等 680,000

新事業開拓保険の場合は
400,000(組合600,000)

種　　類　（制　度　名） 対　　　　象 資金使途
保証限度額
（千円）

特定連携事業関連保証
特定連携事業計画に従って事業を行う特定中小受託
事業者

運　転

蓄電池は80,000

当
座

貸
越

当座貸越（貸付専用型）根保
証

一定の資格要件を備えた中小企業者 事業資金 280,000

政策推進資金保証
(ＣＯ₂ネットゼロ推進枠)

省エネ・再生可能エネルギー設備等を導入する中小
企業者

設　備

省
エ
ネ

エネルギー対策保証 所定の省エネルギー施設等を設置する中小企業者 設　備

カ
ー

ド

ロ
ー

ン

事業者カードローン当座貸越
根保証

一定の資格要件を備えた中小企業者 事業資金 20,000

(白色申告の個人事業者2,000)

小規模事業者カードローン当
座貸越根保証(カードSmile)

一定の資格要件を備えた中小企業者 事業資金
500～5,000

小
売

商
業

中小小売商業関連保証
経済産業大臣等の認定を受けた高度化事業計画に
従って高度化事業を実施する中小企業者

設　備

労
働
力

確
保

労働力確保関連保証
知事の認定を受けた改善計画に従って改善事業を実
施する中小企業者

運　転

設　備 普通保証 500,000

中
堅

企
業

中堅企業特別保証 破綻金融機関等と金融取引を行っていた中堅事業者
運　転 無担保保証 100,000

創
業
等

開業資金保証
（創業枠）

産業競争力強化法に基づく創業者 25,000

開業資金保証
（女性創業枠）

産業競争力強化法に基づく女性創業者 10,000

スタートアップ創出促進保証
法人を設立して事業を開始する個人又は事業開始後5
年未満の法人

運　転
35,000

設　備
創業関連保証 産業競争力強化法に基づく創業者

運　転
35,000

開業資金保証
（北部振興枠）

産業競争力強化法に基づく創業者の要件を満たし、
北部地域で開業しようとする者

10,000

長浜市創業支援資金保証 長浜市内で開業を予定する者 20,000

設　備

再挑戦支援保証 一定の資格要件を満たし、廃業等の経験を有する者 35,000

振興事業関連保証
振興事業計画に従って振興事業を実施する中小企業
者

運　転

流
動
資
産
担
保
融
資

流動資産担保融資保証 中小企業者 事業資金
80％の
割合保証

設　備
流動資産担保
保険

200,000

※　備考欄には､地方公共団体の財政援助等を記載。

※　保証料率については、貸付金額に対する保証料率を記載。

※　「割引料率の適用」欄については、割引の有無を記載。
　　また割引内容については、「(6)業務内容　ロ 保証料率等」欄の定性要因割引に係る項目番号を記載。

新
事
業
開
拓

設　備
認定特定創業支援を受けた方

30,000

開業資金保証
（創業サポート枠）

産業競争力強化法に基づく創業者の要件を満たし、
一定の資格要件を備えた者

運　転
25,000
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損　失
補　償 保証料 保険料

15年以内

原則
７年以内

保証期間
保証料率（年率％）（※）

担保又は保証人
備　　　　　　考　（※）

割引料率の
適用（※）

借入金
補　給　金

その他

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

７年以内

0.77～1.06
有

（1）（2）

県 ― ―

１年又は２年

―

10年以内 0.00～1.40
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ―

有
（1）（2）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ―
原則

７年以内
0.39～1.84

―

― ―

１年又は２年 0.39～1.62
有

（1）（2）

0.39～1.62
有

（1）（2）
担　保：利用額に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ―

―
有

（1）（2）
担　保：原則不要
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ―２年 0.39～1.62

担　保：原則不要
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ―

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―15年以内 0.82
有

（1）

― ― ― ― ―
原則

15年以内

0.82
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ―
７年以内

５年以内 本制度利用合計
１億円以内　0.65
１億円超　　0.75

有
（1）

担　保：1億円超は原則必要
保証人：必要となる場合がある

― 連合会

連合会
又は県

― ―７年以内 0.37～2.02

７年以内

連合会
又は県

県 ―

10年以内 0.70～1.20

― 連合会 ― ―

担　保：不要
保証人：必要となる場合がある

― 連合会 市 ―

―

― ―

10年以内 0.50～1.00
有

（1）
担　保：不要
保証人：必要となる場合がある

0.70～0.90
有

（1）
担　保：不要
保証人：必要となる場合がある

― 連合会 県

７年以内 0.70～0.90
有

（1）
担　保：不要
保証人：必要となる場合がある

― 連合会 県 ― ―

―

連合会 ― ― ―

７年以内 0.00～0.50
有

（1）

―

10年以内 1.00
有

（1）
担　保：不要
保証人：必要となる場合がある

―

有
（1）

担　保：不要
保証人：不要

― 連合会 ― ―

― ―

５年以内

0.56～0.77
有

（1）
担　保：売掛債権
保証人：必要となる場合がある

―

0.68
有

（1）
担　保：流動資産
保証人：不要

― ― ―
根保証、

個別保証とも
１年以内

― ― ― ―

７年以内

―

―

７年以内 0.00～1.52
有

（1）（2）
担　保：原則不要
保証人：必要となる場合がある

―

有
（1）（2）

担　保：原則不要
保証人：必要となる場合がある

―
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中小企業者 280,000

組合等 480,000

産業競争力強化法に規定する認定支援機関の支援を
受けて作成した事業再生計画等に従って事業再生を
行う中小企業者

事業資金
中小企業者
組合等

280,000
480,000

産業競争力強化法に規定する認定支援機関の支援を
受けて作成した事業再生計画等に従って事業再生を
行う中小企業者

事業資金
中小企業者
組合等

280,000
480,000

運  転

設  備

20,000

5,000

個人・会社 280,000
組合 480,000

280,000

運　転

設　備

運　転

設　備

運　転

設　備

運　転

設　備

運　転

設　備

事業再生保証
法的な再建手続により事業の再建を行おうとしてい
る中小企業者

事業資金 200,000

事業再生円滑化関連保証
法的手続きによらず事業再生を図ろうとする中小企
業者

事業資金

種　　類　（制　度　名） 対　　　　象 資金使途
保証限度額
（千円）

事業再生計画実施関連保証
（経営改善サポート保証）

政策推進資金保証
（再生支援枠）

中小企業活性化協議会等の支援を受けて作成した経
営改善計画に従って事業再生を行う中小企業者

予
約

予約保証 中小企業者 事業資金

一
括
支
払

契
約

一括支払契約保証

金融機関が売掛金債権等を有する事業者から当該売
掛金債権等を譲受等に基づいて、支払期日より前に
納入企業に対して金銭を支払うことにより買掛債務
を負担する中小企業者

事業資金
70％以下の
割合保証

1,000,000

100,000

小口零細企業保証の場合

280,000

市町小規模企業者
小口簡易資金保証

小規模企業者 20,000

特別小口保証 小規模企業者 20,000

小口零細企業保証 小規模企業者 20,000

経営支援資金保証
（小規模企業者特別枠）

小規模企業者 10,000

経営支援資金保証
（小規模企業者枠）

小規模企業者 15,000

追認保証 中小企業者・組合 運　転 3,000
小
口

短期事業資金保証
（通常枠）

中小企業者 運　転 15,000

※　備考欄には､地方公共団体の財政援助等を記載。

※　保証料率については、貸付金額に対する保証料率を記載。

※　「割引料率の適用」欄については、割引の有無を記載。
　　また割引内容については、「(6)業務内容　ロ 保証料率等」欄の定性要因割引に係る項目番号を記載。

セーフティネット資金保証
（経営力強化新規枠）

金融機関等の認定支援機関の支援を受けつつ、自ら
事業計画の策定並びに計画実行及び進捗報告を行う
中小企業者

運　転

経営力強化保証
金融機関等の認定支援機関の支援を受けつつ、自ら
事業計画の策定並びに計画実行及び進捗報告を行う
中小企業者

運　転

設　備

事
業
再
生

事業再生計画実施関連保証
（経営改善・再生支援強化
型）

経
営
力
強
化

設　備

セーフティネット資金保証
（経営力強化借換枠）

金融機関等の認定支援機関の支援を受けつつ、自ら
事業計画の策定並びに計画実行及び進捗報告を行う
中小企業者

借　換
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損　失
補　償 保証料 保険料

一括返済
１年以内
分割返済
15年以内

0.70～0.80
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―
 一部
連合会

― ― ―

一括返済
１年以内
分割返済
15年以内

0.30 無
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―
 一部
連合会

連合会 ― ―

１０年以内

原則５年以内

原則10年以内

原則７年以内

原則15年以内

５年以内 県 県

７年以内 市町 市町

５年以内

７年以内

５年以内

７年以内

―2.20
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― 連合会 ―10年以内

保証期間
保証料率（年率％）（※）

担保又は保証人
備　　　　　　考　（※）

割引料率の
適用（※）

借入金
補　給　金

その他

３年以内 0.95～1.76

― ―
10年

特に認める場合
15年

0.30～1.82
一部有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―
 一部
連合会

― ― ― ―
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―

―

５年以内 0.60～2.20
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

0.50～2.20
に保証割合を

乗じた率

有
(2)

担　保：必要に応じて
保証人：個人保証人は不要

― ― ―１年以内

連合会

― ― ― ― ―

― ―

有
（1）（2）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ―

―

0.50～1.20
有

（1）
担　保：原則不要
保証人：必要となる場合がある

― ― ―

有
（1）（2）

担　保：原則不要
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ―

担　保：不要
保証人：不要

― ― ― ― ―0.80～0.95
有

（1）

0.45～2.20

― ―

0.50～1.20
有

（1）
担　保：原則不要
保証人：必要となる場合がある

― 県

―

0.45～1.20
有

（1）
担　保：原則不要
保証人：必要となる場合がある

― 県 ―

有
（1）

担　保：原則不要
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ―１年以内 0.45～1.90

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

県 ― ―

１年以内 0.45～1.90
有

（1）（2）

５年以内
0.45～1.75

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―
一部

連合会
― ― ―

一括返済
1年以内
分割返済

運転5年以内
設備7年以内
借換10年以内

0.45～1.75
有

（1）（2）

―
一部

連合会
― ― ―

―
７年以内

0.45～1.75
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある
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運　転

設　備

個人・会社 200,000

組合 400,000

所要資金の70%以内で
30,000

運　転

設　備

個人・会社 280,000
組合 480,000

個人・会社 280,000
組合 480,000

個人・会社 280,000
組合 480,000

運　転

設　備

中小企業者
組合等

280,000
480,000

運　転 中小企業者 280,000

設　備 組合等 480,000

運　転

設　備

中小企業者
組合等

280,000
480,000

風俗営業飲食業保証 一定の資格要件を備えた風俗営業飲食業者 設　備 20,000

手
形
割
引

商業手形等割引根保証 中小企業者 運　転

長
期

長期経営資金保証 一定の資格要件を備えた中小企業者 200,000

種　　類　（制　度　名） 対　　　　象 資金使途
保証限度額
（千円）

設　備

経営支援資金保証
（一般枠）

一定の資格要件を備えた中小企業者
運　転 20,000

短期事業資金保証（手形・電
子記録債権割引枠）

中小受託事業者であって滋賀県産業支援プラザに受
注企業として登録している者

運　転 15,000

地域伝統芸能等関連保証 地域伝統芸能等に係る事業を行う中小企業者
運　転

政策推進資金保証
（ＳＤＧｓ推進企業応援枠）

ＳＤＧｓの理念に賛同し社会的課題の解決に取り組
む中小企業者

100,000

設　備

中心市街地商業等活性化関連
保証

認定を受けた特定事業計画に従って、所定の事業を
実施する中小企業者

運　転

設　備

流通業務総合効率化関連保証
流通業務総合効率化に係る事業を行おうとする中小
企業者

運　転

設　備

ＢＣＰ推進
（ＢＣＰアシスト）保証

ＢＣＰ策定予定または、策定した計画を実施しよう
とする中小企業者

100,000

設　備

中心市街地商業等活性化支援
関連保証

認定を受けた特定民間中心市街地活性化事業計画に
従って、所定の事業を実施する特定会社または一般
社団法人等

運　転
560,000

農商工等連携事業関連保証
認定を受けた農商工等連携事業計画に従って農商工
等連携事業を行う中小企業者

運　転

特定信用状関連保証
外国法人と経営を実質的に支配していると認められ
る関係を有する中小企業者

事業資金
80％の
割合保証

200,000

農林水産物・食品輸出促進支
援関連保証

輸出促進業務を実施する認定農林水産物・食品輸出
促進団体のうち一定の資格要件を備えた一般社団法
人

280,000

新事業開拓又は海外投資関係保険
の場合は
400,000(組合600,000)
流動資産担保保険の場合は
200,000（保証割合80％）

設　備

農商工等連携支援関連保証
認定を受けた農商工等連携支援事業計画に従って農
商工等連携支援事業を行う一般社団法人、一般財団
法人、特定非営利活動法人

新事業開拓又は海外投資関係保険
の場合は300,000(組合600,000)
※一般分およびその他の特例分を
含む

設　備

供給確保関連保証
認定を受けた供給確保計画に従って行われる特定重
要物資等の安定供給確保のための取り組みに関する
事業を行う中小企業者

運　転

※　備考欄には､地方公共団体の財政援助等を記載。

そ
の
他

設
備

※　保証料率については、貸付金額に対する保証料率を記載。

※　「割引料率の適用」欄については、割引の有無を記載。
　　また割引内容については、「(6)業務内容　ロ 保証料率等」欄の定性要因割引に係る項目番号を記載。
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損　失
補　償 保証料 保険料

５年以内

有担保の場合

10年以内
３年以上
15年以内
３年以上
20年以内

５年以内

10年以内
原則

５年以内
原則

10年以内
原則

７年以内
原則

15年以内
原則

５年以内
原則

15年以内
原則

５年以内
原則

15年以内
７年以内

15年以内

５年以内

７年以内

７年以内

15年以内

― ― ―

― ― ―

0.45～1.90

保証期間
保証料率（年率％）（※）

担保又は保証人
備　　　　　　考　（※）

割引料率の
適用（※）

借入金
補　給　金

その他

―

― ― ―

１年以内 0.39～1.62
有

（1）（2）

―

0.45～1.90
有

（1）（2）
担　保：必要
保証人：必要となる場合がある

― ―

有
（1）（2）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ―

― ― ― ― ―
７年以内

―

５年以内
0.45～1.90

有
（1）（2）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―150日以内 0.45～1.90

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―

―

0.82
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ―

有
（1）（2）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ―0.45～1.90

―

0.68
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―

有
（1）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ―

― ― ―

0.82

―

0.25～1.70
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ―

有
（1）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ―

― ― ― ―

0.68

―

５年以内

0.68～1.11
有

（1）（2）
担　保：8千万円超は原則必要
保証人：必要となる場合がある

― ―

有
（1）（2）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ―

― ― ―

１年以内 0.45～1.90

―

1.15
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ―

有
（1）（2）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ―

― ― ―

７年以内

0.98～1.15

― ― ― ―

15年以内

― ―

７年以内

0.77～1.11 無
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―

有
（1）（2）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある
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運　転 中小企業者 280,000

設　備 組合等 480,000

運　転 中小企業者 280,000

設　備 組合等 480,000

運　転

設　備

運　転

設　備

運　転

設　備

運　転 中小企業者 280,000

設　備 組合等 480,000

運　転

設　備

運　転 中小企業者 280,000

設　備 組合等 480,000

運　転 中小企業者 280,000

設　備 組合等 480,000

運　転

設　備

運　転

設　備

運　転 中小企業者 280,000

設　備 組合等 480,000

運　転 中小企業者 280,000

設　備 組合等 480,000

設　備

設　備

経営承継借換関連保証
中小企業における経営承継円滑化に関する法律の規
定により、経済産業大臣の認定を受けた者

特定経営承継関連保証
中小企業における経営承継円滑化に関する法律の規
定により、経済産業大臣の認定を受けた中小企業の
代表者

運　転
280,000

経営承継関連保証

経営承継準備関連保証
中小企業における経営承継円滑化に関する法律の規
定により、経済産業大臣の認定を受けた中小企業者

280,000

設　備

設　備

特定経営承継準備関連保証
中小企業における経営承継円滑化に関する法律の規
定により、経済産業大臣の認定を受けた事業を営ん
でいない個人

280,000

事業承継サポート保証 事業承継を行う一定の資格要件を備えた持株会社 事業資金

中小企業における経営承継円滑化に関する法律の規
定により、経済産業大臣の認定を受けた者

運　転
280,000

種　　類　（制　度　名）

緊急経済対策資金保証
（新規枠）

一定の資格要件を備えた中小企業者 50,000

政策推進資金保証
（事業承継枠）

安定的な経営権の確保により、県内において事業の
継続を図る者で、一定の要件を満たす者

事業資金 100,000

280,000

商店街活性化支援関連保証
認定を受けた商店街活性化支援事業計画を実施する
一般社団法人、一般財団法人、特定非営利活動法人

280,000

緊急経済対策資金保証
（借換枠）

一定の資格要件を備えた中小企業者 借　換 80,000

商店街活性化事業関連保証 認定を受けた商店街活性化事業計画を実施する者

先端設備等導入関連保証
認定先端設備等導入計画に従って先端設備等導入を
行う中小企業者

商店街活性化促進事業関連
保証

認定を受けた地域再生計画に記載されている商店街
活性化事業に関する計画を実施する中小企業者

技術等情報漏えい防止措置関
連保証

認定を受けた技術等情報漏えい防止措置認証業務を
行う一定の資格要件を備えた一般社団法人、一般財
団法人

280,000

情報処理支援関連保証
経済産業大臣による情報処理機関の認定を受けた一
般社団法人、一般財団法人

280,000

特定高度情報通信技術活用シ
ステム開発供給等関連保証

認定開発供給計画又は認定導入計画に従って特定高
度情報通信技術活用システムの開発供給等を行う者

情報処理システム運用・管理
関連保証

経済産業省令で定める基準に適合する認定を受けた
情報処理システムの運用及び管理を行う者

事業継続力強化関連保証
認定事業継続力強化計画に従って事業継続力強化を
行う中小企業者

※　備考欄には､地方公共団体の財政援助等を記載。

※　保証料率については、貸付金額に対する保証料率を記載。

※　「割引料率の適用」欄については、割引の有無を記載。
　　また割引内容については、「(6)業務内容　ロ 保証料率等」欄の定性要因割引に係る項目番号を記載。

社外高度人材活用新事業分野
開拓関連保証

認定社外高度人材活用新事業分野開拓計画に従って
同事業を行う中小企業者

280,000

中小企業者
組合等

280,000
480,000

新事業開拓保険の場合は
300,000(組合600,000)
海外投資関係保険の場合は
400,000(組合600,000)

運　転

運　転

新事業開拓又は海外投資関係保険
の場合は300,000

そ
の
他

事業承継特別保証 一定の資格要件を備えた中小企業者

対　　　　象 資金使途
保証限度額
（千円）
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損　失
補　償 保証料 保険料

10年以内

15年以内

10年以内

15年以内

７年以内

15年以内

７年以内

15年以内

７年以内

15年以内

７年以内

15年以内

７年以内

15年以内

７年以内

15年以内

７年以内

15年以内

７年以内

15年以内

15年以内

15年以内

― ―

― ― ―

一括返済
１年以内
分割返済
10年以内

0.20～1.90
一部有

（1）（2）

― ―
15年以内

0.45～1.90
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―
一部

連合会

― ― ―

0.45～1.90
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―
15年以内

10年以内
0.45～1.90

有
（1）（2）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ―

― ― ―

― ― ― ― ―1.15
有

（1）（2）

保証期間
保証料率（年率％）（※）

担保又は保証人
備　　　　　　考　（※）

割引料率の
適用（※）

借入金
補　給　金

その他

― ―

10年以内

担　保：必要に応じて
保証人：不要

県 ― ―

７年以内

0.45～1.20
有

（1）（2）

10年以内 0.20～1.20
一部有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―
一部

連合会

― ― ― ―15年以内 1.15
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―

― ―

0.98～1.15
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ―

0.77
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ―

10年以内

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― 県 ― ―

― ― ―

0.77
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ―

― ― ―

0.77
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ―

― ― ― ―

1.15
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ―

1.15
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―

― ― ―

― ― ― ― ―

0.77
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

0.77
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ―0.77～1.11
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―

― ― ― ― ―

― ―

一括返済
１年以内
分割返済
10年以内

―
一部

連合会
―

― ―

― ―

７年以内

７年以内
0.77～1.11

有
（1）（2）

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

0.20～1.90
一部有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：不要

担　保：必要に応じて
保証人：原則、他の中小企業者
以外は不要
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運　転
中小企業者
組合等

280,000
480,000

設　備

運　転
中小企業者
組合等

280,000
480,000

設　備

当協会の保証対象要件に該当し２期以上の決算を実
施している中小企業者

事業資金 280,000

原材料価格高騰等の影響を受けている中小企業者 事業資金 280,000

条件変更による返済条件の緩和を行ったことにより
前向きな金融支援を受けることに支障をきたしてい
る中小企業者

保証付き既往借
入金の返済資金
および事業資金

中小企業者
組合等

280,000
480,000

運　転
特定事業者
組合等

880,000
1,680,000

設　備

運　転

設　備

運　転

設　備

当協会が定める要件に合致し１期（６か月）以上の
決算を実施している中小企業者

運　転 15,000

当協会が定める要件に合致し１期（６か月）以上の
決算を実施している中小企業者

運　転 30,000

当協会が定める要件に合致し１期（６か月）以上の
決算を実施している中小企業者

運　転 20,000

廃業を選択する中小企業者 事業資金 30,000

一定の資格要件を備えた中小企業者 事業資金
中小企業者

組合等

280,000

480,000

当協会の保証対象要件に該当し２期以上の決算を実
施しており、金融機関が事業性評価を行い、継続支
援する方針である中小企業者

事業資金 280,000

当協会の保証対象要件に該当し２期以上の決算を実
施している中小企業者

事業資金 200,000

当協会が定める要件に合致する中小企業者で１期
（６か月）以上の決算を実施している法人

事業資金 280,000

連携事業継続力強化関連保証
認定連携事業継続力強化計画に従って事業継続力強
化を行う中小企業者及び大企業

新事業開拓又は海外投資関係保険
の場合は300,000(組合600,000)

種　　類　（制　度　名）

新事業開拓又は海外投資関係保険
の場合は300,000(組合600,000)

プロパー協調融資保証
（アシストライン）

受託中小企業取引機会創出事
業関連保証

受託中小企業取引機会創出事業を行う者として経済
産業大臣の認定を受けた中小企業者

条件変更改善型借換保証

経営力向上関連保証
経営力向上計画を主務大臣に提出し、認定経営力向
上計画に従って行われる経営力向上に係る事業を実
施する特定事業者 新事業開拓又は海外投資関係保険

の場合は300,000(組合600,000)

短期継続融資保証
（通常枠）

地域経済牽引事業関連保証
承認を受けた地域経済牽引事業計画に基づく地域経
済牽引事業を行う特定事業者

特定事業者
組合等

政策推進資金保証
（がんばる企業応援枠）

地域経済牽引支援関連保証
主務大臣による連携支援計画の承認を受けた一般社
団法人、一般財団法人

280,000

※　備考欄には､地方公共団体の財政援助等を記載。

※　保証料率については、貸付金額に対する保証料率を記載。

※　「割引料率の適用」欄については、割引の有無を記載。
　　また割引内容については、「(6)業務内容　ロ 保証料率等」欄の定性要因割引に係る項目番号を記載。

中小会計要領評価保証
（会計力）

短期継続融資保証
（税理士連携枠）

短期継続融資保証
（金融機関モニタリング枠）

自主廃業支援保証

財務要件型無保証人保証

事業性評価保証
（リレーション）

特別大口無担保保証
（ロングラン70）

対　　　　象 資金使途
保証限度額
（千円）

280,000
480,000

そ
の
他
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損　失
補　償 保証料 保険料

７年以内

15年以内

７年以内

15年以内

15年以内 0.35～1.90
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

10年以内 0.23～1.15 無
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― 連合会
連合会

県
― ―

15年以内 0.45～1.90
有

（1）（2）

原則、返済する借入金の保証条
件に比べて中小企業者に不利に
ならない条件

― ― ― ― ―

５年以内

７年以内

７年以内

15年以内

７年以内

15年以内

１年以内 0.45～1.90
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

１年以内 0.35～1.80
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

１年以内 0.35～1.80
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

１年以内 0.45～1.90
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

一括返済
２年以内
分割返済
７年以内

0.36～1.90
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：不要

― ― ― ― ―

15年以内 0.35～1.80
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

一括返済
７年以内
分割返済
10年以内

0.36～1.52
有

（1）
担　保：不要
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

10年以内 0.35～1.80
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

0.77～1.11
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

― ―0.77～1.06
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―

0.77～1.11
有

（1）（2）
― ― ―

― ―

保証期間
保証料率（年率％）（※）

担保又は保証人
備　　　　　　考　（※）

割引料率の
適用（※）

借入金
補　給　金

その他

― ― ―

1.15
有

（1）（2）
― ― ―

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ―

―

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

0.77
有

（1）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ―

―
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運　転

設　備

運　転

設　備

ＤＸに取り組み生産性向上を目指す方 事業資金 30,000

80,000

申込金融機関から経営者保証を提供したプロパー融
資を受けており、かつ一定の資格要件を備えた中小
企業者

事業資金
中小企業者

組合等

280,000

480,000

80,000

金融機関が保有する信用格付による一定水準の要件
を満たした中小企業者

事業資金 160,000

個人・会社 280,000
組合等 480,000

個人・会社 280,000
組合等 480,000

　

経営安定関連4号、5号の場合は上
記とは別に80,000

ＳＤＧｓステップアップ保証
ＳＤＧｓに賛同し、すでにその目標に向けた取り組
みを進めており、当協会が定める要件に合致する中
小企業者

30,000

社
債
引

受
保
証

特定社債保証
一定の資格要件を備えた中小企業者の発行する私募
債に対する保証

事業資金

資金使途
保証限度額
（千円）

経営安定関連4号、5号の場合は上
記とは別に80,000

政策推進資金保証
（ＤＸデジタル推進枠）

事業者選択型経営者保証非提
供促進特別保証

信用保証料の上乗せにより経営者保証を提供しない
ことを希望しており、かつ一定の資格要件を備えた
中小企業者

事業資金

プロパー融資借換特別保証

※　「割引料率の適用」欄については、割引の有無を記載。
　　また割引内容については、「(6)業務内容　ロ 保証料率等」欄の定性要因割引に係る項目番号を記載。

経営支援資金保証
（経営者保証非提供促進枠）

信用保証料の上乗せにより経営者保証を提供しない
ことを希望しており、かつ一定の資格要件を備えた
中小企業者

事業資金

80％の
割合保証

450,000

※　備考欄には､地方公共団体の財政援助等を記載。

※　保証料率については、貸付金額に対する保証料率を記載。

モニタリング強化型特別保証
物価高や人手不足等多様な経営課題を抱える中小企
業者

事業資金

種　　類　（制　度　名） 対　　　　象

ＳＤＧｓトライアル保証
ＳＤＧｓに賛同し、社会的課題の解決や未来社会の
実現のための目標を有しており、当協会が定める要
件に合致する中小企業者

10,000

そ
の
他

金融機関・滋賀県信用保証協
会提携保証（スピードパッ
ケージ・ウィズ２０２４）

協調支援型特別保証 物価高騰等の影響を受けている中小企業者 事業資金
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損　失
補　償 保証料 保険料

10年以内

15年以内

10年以内 0.45～1.20
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― 県 ― ―

一括返済
１年以内
分割返済
10年以内

0.45～1.90
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：不要

― 連合会 ― ― ―

一括返済
1年以内
分割返済
10年以内

0.30～1.35
有

（1）
担　保：不要
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

0.25～1.70
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

―

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― 連合会 連合会 ― ―

―

２年以上
７年以内

10年以内

保証期間

―
一部

連合会
連合会 ― ―

― ―

一括返済
１年以内
分割返済
10年以内

0.60～2.25
有

（1）
担　保：不要
保証人：不要

担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

0.60～2.25
有

（1）
担　保：不要
保証人：不要

―
一部

連合会
連合会

―

― ―0.40～1.76
有

（1）（2）

担　保：原則、保証金額が２億
円を超える場合は必要
保証人：不要

― ― ―

―

一括返済
1年以内
分割返済
10年以内

0.23～0.95 無

保証料率（年率％）（※）
担保又は保証人

備　　　　　　考　（※）

割引料率の
適用（※）

借入金
補　給　金

その他

初年度～3年目
短期1年以内
2年目以降

長期7年以内

0.25～1.90
有

（1）（2）
担　保：必要に応じて
保証人：必要となる場合がある

― ― ― ― ―

連合会 連合会 ― ―

― ―

一括返済
1年以内
分割返済
10年以内

0.23～1.43 無
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ロ 保証料率等 

料 率 

区 分 
基 本 

特  別 
平 均 備 考 

最 高 最 低 

保 証 料 責任共有保証料率：1.90%～0.45% 

責任共有外保証料率：2.20%～0.50% 

 

但し、以下の定性要因により、割り

引いた料率を適用。 

(1)会計参与を設置している旨の登

記を行った事項を示す書類の提出

を当該中小企業者から受けた場合、

0.1%を割り引いた料率を適用。 

(2)担保の提供がある場合は、0.1%

を割り引いた料率を適用。 

なお、割引の適用をしない制度も

ある。 

 

 

2.65％ 0.05％ 1.02％ 原則とし

て一括徴

収 

調 査 料 

 

 

 

 ― ― ―  

延滞保証料 

 

 

 

3.65％ ― ― ―  

損 害 金 

 

 

14.00％ ― ― ―  

(注) 平均欄には、当期中の平均保証債務残高に対する保証料収入額の割合を記載しています。 

(注) 保証料率については、貸付金額に対する保証料率を記載しています。 
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（7）信用保証業務の状況　

　イ　概　　況　 （単位：百万円）

区　　　　　分 件　　　数 金　　　　　額

保 証 申 込 10,447 125,595

保 証 申 込 取 消 612 10,339

保 証 承 諾 9,836 113,261

保 証 後 取 消 325 4,604

償 還 7,766 114,277

36,798 359,939

(1,106) (△ 12,879)

3 35

(0) (8)

代 位 弁 済 507 5,358

回 収 9 310

求 償 権 償 却 546 4,965

383 1,585

(△ 48) (83)
（注）保証債務、所定期限経過債務及び求償権については、当期末残高を記載し、それぞれの前期末残高との

　　　比較増減を(　)に記載しています。

　ロ　保証承諾

　　（イ）　金融機関別保証承諾 （単位：百万円）

区　　　　　分 件　　　数 金　　　　　額

都 市 銀 行 7 181

地 方 銀 行 4,954 66,133

第二地方銀行協会加盟行 0 0

信 託 銀 行 0 0

長 期 信 用 銀 行 0 0

信 用 金 庫 4,296 39,691

信 用 協 同 組 合 571 7,120

農 業 協 同 組 合 0 0

商 工 組 合 中 央 金 庫 8 136

労 働 金 庫 0 0

生 命 保 険 会 社 0 0

損 害 保 険 会 社 0 0

そ の 他 0 0

計 9,836 113,261
（注）信用金庫、信用協同組合及び農業協同組合の欄には、それぞれの連合会を含めて記載しています。

保 証 債 務

所 定 期 限 経 過 債 務

求 償 権
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　　（ロ）　金額別保証承諾 （単位：百万円）

区　　　　　分 件　　　数 金　　　　　額

100万円以下 530 494

100万円超　　200万円以下 909 1,670

200万円超　　300万円以下 1,207 3,482

300万円超　　500万円以下 1,922 8,997

500万円超　1,000万円以下 2,221 19,447

1,000万円超　1,500万円以下 983 13,878

1,500万円超　2,000万円以下 738 14,243

2,000万円超　3,000万円以下 788 22,038

3,000万円超　5,000万円以下 369 15,499

5,000万円超　6,000万円以下 56 3,209

6,000万円超　7,000万円以下 20 1,347

7,000万円超　8,000万円以下 63 4,979

8,000万円超　　　1億円以下 16 1,573

1億円超　　　2億円以下 14 2,404

2億円超　　　3億円以下 0 0

3億円超　　　4億円以下 0 0

4億円超　　　5億円以下 0 0

5億円超　　　　　　　 0 0

計 9,836 113,261

　　（ハ）　期間別保証承諾 （単位：百万円）

区　　　　　分 件　　　数 金　　　　　額

　　　　 3月以内 451 2,967

3月超　　6月以内 567 5,918

6月超　　1年以内 2,423 33,312

1年超　　2年以内 777 4,360

2年超　　3年以内 281 1,399

3年超　　4年以内 55 325

4年超　　5年以内 2,251 17,058

5年超　　7年以内 1,376 14,434

7年超　 10年以内 1,558 30,657

10年超 　　　　　 97 2,830

計 9,836 113,261
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　　（ニ）　資金使途別保証承諾 （単位：百万円）

件　　　数 金　　　　　額

1,095 9,279

8,741 103,982

0 0

9,836 113,261

　　（ホ）　保証種類別保証承諾 （単位：百万円）

件　　　数 金　　　　　額

5,722 67,637

災 害 0 0

経 営 安 定 関 連 142 3,001

公 害 防 止 0 0

危 機 関 連 0 0

海 外 投 資 0 0

輸 出 関 連 0 0

事 業 転 換 0 0

国 際 経 済 0 0

体 質 強 化 0 0

特 定 地 域 0 0

新 事 業 開 拓 0 0

省 エ ネ 0 0

当 座 貸 越 49 1,074

カ ー ド ロ ー ン 639 2,576

労 働 力 確 保 0 0

小 売 商 業 0 0

中 堅 企 業 0 0

創 業 等 0 0

流 動 資 産 担 保 融 資 2 46

事 業 再 生 42 1,207

一 括 支 払 契 約 0 0

予 約 0 0

経 営 力 強 化 729 10,379

小 口 708 2,685

設 備 6 21

長 期 0 0

輸 出 0 0

季 節 0 0

手 形 割 引 4 18

そ の 他 1,778 23,906

4,099 44,912

15 712

9,836 113,261

0 0

0 0

そ の 他

計

区　　　　　分

区　　　　　分

設 備 資 金

運 転 資 金

根 保 証

社 債 引 受 保 証

合　　　　　　　計

追 認

普 通 保 証

特 別 保 証

計
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　　（ヘ）　本所、支所別保証承諾 （単位：百万円）

件　　　数 金　　　　　額

9,836 113,261

計 0 0

9,836 113,261

　ハ　代位弁済

　　（イ）　保証承諾年度別代位弁済 （単位：千円）

件　　　数 金　　　　　額

20 201,479

64 592,898

88 941,833

63 394,569

32 261,034

139 1,753,896

101 1,212,117

507 5,357,825

　　（ロ）　金融機関別代位弁済 （単位：千円）

件　　　数 金　　　　　額

1 39,741

210 2,601,269

0 0

0 0

0 0

244 2,191,077

50 507,273

0 0

2 18,466

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

507 5,357,825
（注）信用金庫、信用協同組合及び農業協同組合の欄には、それぞれの連合会を含めて記載しています。

区　　　　　分

本 所

合 計

令和5年度

令和4年度

支
所

令和3年度

　　　　　　　　　　　  区　分
 保証承諾年度

令和7年度

令和6年度

区　　　　　分

都 市 銀 行

地 方 銀 行

令和2年度

 　　令和元年度以前

計

信 用 金 庫

信 用 協 同 組 合

農 業 協 同 組 合

第 二 地 方 銀 行 協 会 加 盟 行

信 託 銀 行

長 期 信 用 銀 行

計

生 命 保 険 会 社

損 害 保 険 会 社

そ の 他

商 工 組 合 中 央 金 庫

日 本 政 策 金 融 公 庫

労 働 金 庫
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　　（ハ）　保証種類別代位弁済 （単位：千円）

件　　　数 金　　　　　額

165 1,758,463

災 害 5 95,355

経 営 安 定 関 連 168 2,072,583

公 害 防 止 0 0

危 機 関 連 72 922,796

海 外 投 資 0 0

輸 出 関 連 0 0

事 業 転 換 0 0

国 際 経 済 0 0

体 質 強 化 0 0

特 定 地 域 0 0

新 事 業 開 拓 0 0

省 エ ネ 0 0

当 座 貸 越 0 0

カ ー ド ロ ー ン 7 23,540

労 働 力 確 保 0 0

小 売 商 業 0 0

中 堅 企 業 0 0

創 業 等 0 0

流 動 資 産 担 保 融 資 0 0

事 業 再 生 5 32,816

一 括 支 払 契 約 0 0

予 約 0 0

経 営 力 強 化 9 85,019

小 口 20 57,096

設 備 1 4,783

長 期 0 0

輸 出 0 0

季 節 0 0

手 形 割 引 0 0

そ の 他 55 305,374

342 3,599,362

0 0

507 5,357,825

0 0

0 0

区　　　　　分

普 通 保 証

特 別 保 証

追 認

根 保 証

計

社 債 引 受 保 証

合　　　　　　　計
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　ニ　回　　収

　　（イ）　保証承諾年度別回収 （単位：千円）

件　　　数 金　　　　　額

0 100

0 8,687

1 70,162

0 82,488

1 32,672

1 286,006

1 46,189

0 48,069

2 19,225

3 18,097

91 700,497

100 1,312,192

　　（ロ）　代位弁済年度別回収 （単位：千円）

件　　　数 金　　　　　額

1 250,483

3 290,703

5 181,597

1 72,447

3 26,954

0 14,614

4 29,317

83 446,077

100 1,312,192

令和5年度

令和4年度

令和3年度

　　　　　　　　　　　  区　分
 保証承諾年度

令和7年度

令和6年度

平成29年度

平成28年度

　　平成27年度以前

令和2年度

令和元年度

平成30年度

令和6年度

令和5年度

令和4年度

計

　　　　　　　　　　　  区　分
 代位弁済年度

令和7年度

 　　　平成30年度以前

計

令和3年度

令和2年度

令和元年度
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（8）債権譲受業務の状況　 （単位：千円）

区　　　　　分 件　　　数 金　　　　　額

譲 受 債 権 0 0

回 収 0 0

譲 受 債 権 償 却 0 0

譲 受 債 権 残 高 0 0

（9）ファンド出資業務の状況 （単位：千円）

フ　  ァ 　 ン  　ド　 名

構 成 総 額

出 資 額

京滋中小企業応援ファンド投資事業有限責任組合

2,000,000

10,000
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２　収支計算書　（令和７年４月1日から令和８年３月３1日まで）
（単位：円）

4,847,069,907

3,713,915,152

55,476,503

484,315,505

0

0

21,494,930

10,709,430

519,258,000

41,900,387

3,169,991,263

1,305,830,440

526,123,898

66,457,037

111,221,877

2,867,144

393,518,966

6,042,214

98,664,930

4,677,676

21,378,244

60,436,654

14,441,800

0

1,692,483,300

171,677,523

0

1,677,078,644

7,360,903,149

147,841,214

2,476,953,551

427,527,971

4,308,580,413

3,968,464,641

340,115,772

0

0

0

0

7,807,655,777

4,909,470,724

0

14,535,210

0

0

122,000

2,454,339,325

425,905,072

3,283,446

△ 446,752,628

0

0

1,230,326,016

610,000,000

620,326,016

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
経 常 収 入

保 証 料

預 け 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

調 査 料

延 滞 保 証 料

損 害 金

事 務 補 助 金

責 任 共 有 負 担 金

雑 収 入

経 常 支 出

業 務 費

役 職 員 給 与

退 職 給 与 引 当 金 繰 入

そ の 他 人 件 費

旅 費

事 務 費

賃 借 料

動 産 ・ 不 動 産 償 却

信 用 調 査 費

債 権 管 理 費

指 導 普 及 費

負 担 金

借 入 金 利 息

信 用 保 険 料

責 任 共 有 負 担 金 納 付 金

雑 支 出

経 常 収 支 差 額

経 常 外 収 入

償 却 求 償 権 回 収 金

責 任 準 備 金 戻 入

求 償 権 償 却 準 備 金 戻 入

求 償 権 補 塡 金 戻 入

保 険 金

損 失 補 償 補 塡 金

補 助 金

そ の 他 収 入

経 常 外 支 出

求 償 権 償 却

譲 受 債 権 償 却

有 価 証 券 評 価 益

有 価 証 券 売 却 益

雑 勘 定 償 却

退 職 金

責 任 準 備 金 繰 入

求 償 権 償 却 準 備 金 繰 入

そ の 他 支 出

有 価 証 券 評 価 損

有 価 証 券 売 却 損

収支差額変動準備金繰入額

基 本 財 産 繰 入 額

経 常 外 収 支 差 額

制 度 改 革 促 進 基 金 取 崩 額

収支差額変動準備金取崩額

当 期 収 支 差 額
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３　貸借対照表　　（令和８年３月３１日現在）

（単位：円）

科 目 金          額 科 目 金          額

320,501 29,380,882,328

320,501 7,275,230,000

0 22,105,652,328

10,905,748,891 0

0 14,047,508,612

1,695,158,293 0

0 2,454,339,325

9,200,000,000 425,905,072

10,590,598 654,761,910

0 1,501,758,533

42,549,556,224 359,939,388,016

0 0

11,688,198,742 保 険 金 0

30,859,339,440 損 失 補 償 補 塡 金 0

2,000,000 0

0 長 期 借 入 金 0

0 (うち日本政策金融公庫分) 0

18,042 短 期 借 入 金 0

0 (うち日本政策金融公庫分) 0

0 収支差額変動準備金造成資金 0

660,839,360 9,655,411,660

420,777,298 仮 受 金 7,082,258

240,062,062 保 険 納 付 金 47,745,939

0 損 失 補 償 納 付 金 3,400,422

0 未 経 過 保 証 料 9,575,989,853

1,501,758,533 未 払 保 険 料 1,550,395

359,939,388,016 未 払 費 用 19,642,793

1,584,725,003 有 価 証 券 未 払 金 0

0

917,618,928

16,386,988

170,000

4,943,000

3,302,834

136,908,693

0

755,907,413

418,059,955,456 418,059,955,456

借                             方 貸                            方

現 金 基 本 財 産

現 金 基 金

小 切 手 基 金 準 備 金

預 け 金 制 度 改 革 促 進 基 金

当 座 預 金 収支差額変動準備金

普 通 預 金 その他有価証券評価差額金

通 知 預 金 責 任 準 備 金

定 期 預 金 求 償 権 償 却 準 備 金

郵 便 貯 金 退 職 給 与 引 当 金

金 銭 信 託 損 失 補 償 金

有 価 証 券 保 証 債 務

国 債 求 償 権 補 塡 金

地 方 債

社 債

株 式 借 入 金

受 益 証 券

新 株 予 約 権

フ ァ ン ド 出 資

譲 渡 性 預 金

そ の 他

動 産 ・ 不 動 産 雑 勘 定

事 業 用 不 動 産

事 業 用 動 産

所 有 動 産 ・ 不 動 産

建 設 仮 勘 定

損 失 補 償 金 見 返

保 証 債 務 見 返

求 償 権

譲 受 債 権

雑 勘 定

仮 払 金

保 証 金

合     計

厚 生 基 金

連 合 会 勘 定

未 収 利 息

有 価 証 券 未 収 入 金

未 経 過 保 険 料

合     計
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４　財産目録 (令和８年３月３１日現在)

　（単位：円）

金　　　額 金　　　額

320,501 0

10,905,748,891 2,454,339,325

0 425,905,072

42,549,556,224 654,761,910

660,839,360 1,501,758,533

1,501,758,533 359,939,388,016

359,939,388,016 0

1,584,725,003 0

0 9,655,411,660

917,618,928

418,059,955,456 374,631,564,516

43,428,390,940

資　　　　　　　　　　産

科　　　　目

有 価 証 券

負　　　　　　　　　　債

退 職 給 与 引 当 金

科　　　　目

その他有価証券評価差額金現 金

金 銭 信 託

動 産 ・ 不 動 産

譲 受 債 権

責 任 準 備 金

求償権償却準備金

借 入 金

損 失 補 償 金

保 証 債 務

求 償 権 補 塡 金

預 け 金

雑 勘 定

損 失 補 償 金 見 返

求 償 権

保 証 債 務 見 返

正 味 財 産

合　　　計 合　　　計

雑 勘 定
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